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巻頭言          

 

 

「新緑香る５月」 

 

桜の代表格ソメイヨシノが潔く散った後、八重桜と共にいっとき都内の随所を彩っていた

ハナミズキ。 

約百年前、尾崎行雄東京市長がワシントン DC に贈った桜の返礼として米国から贈られたこ

の花は、桜とは一味違いながらも短い生を懸命に咲いていました。 

 

そして５月、新緑の香る中ゴールデンウイークがやって来て、何やら眩しい自然に囲まれ

ています。 

 

いたるところで鯉のぼりが青空を泳ぎ、町の団子屋さんではちまきや柏餅が飛ぶように売

れています。 

５月５日は端午の節句、連休の真っただ中であるためか、中国から伝わった五節句の中で

も一番人気のある節句。 

子供（特には男子）の成長を祈願し、鎧兜を身に着けた五月人形を飾り鯉のぼりを庭に立

てる風習は今に残り。 

甘党にはちまきや柏餅も魅力的です。 

その昔、と言ってもつい最近まで、菖蒲湯に入る習慣もありました。 

 

さて、この菖蒲、尚武や勝負にもつながる縁起の良い草であるため、端午の節句とは切り

離せないものだったのですが、浅学菲才の私は菖蒲とあやめは同じものと思っていました。 

実は菖蒲湯に使う菖蒲は、地味で花も目立たない薬草の一種。 

アヤメは畑でよく見かける小さな花をつける背の低い剣状の草。 

二つは全くの別物でした。 

 

ところで、いずれ劣らぬ美人が二人いる時に「いずれがあやめ、かきつばた」という言葉

をご存知のことと思いますが、この杜若（かきつばた）もあやめによく似て見分けがつき

にくいようです。 

 

そのお話はまた次の機会に。 

  編集委員長  福田 米藏  
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在外公館ニュース 

＝今月の読みどころ＝(4/16～5/12 公開月報) 

編集委員長 福田 米藏 

 

アルジェリア政治経済・月例報告（2月） 

1. 憲法改正案の両院議会採択 

7 日、アルジェにおいて開催されていた両院議会は、ブーテフリカ大統領のイニシアティ

ブによる憲法改正案を賛成多数で可決した。 

2. パリ連続テロ攻撃主犯との交友関係者拘束 

報道によれば、2月末、昨年 11月 13 日のパリ同時多発テロへの加担容疑により、当局は

当時ベルギーに居住していたアルジェリア人 1名をアルジェリア北東部ベジャイア県で逮

捕した。 

3. 2015 年第 3四半期のＧＤＰ 

6 日、国家統計局（ＯＮＳ）は、2015 年第 3四半期のＧＤＰを発表した。同発表による

と、2015 年第 3四半期のＧＤＰ成長率は 3.3％で前年同期（5％）比 1.7％減となった。 

4．ヘブリ・エネルギー大臣の注目発言 

29 日、ヘブリ大臣は国営ラジオのチャンネル 1に出演し、サウジアラビアとロシアが原

油生産の減産に合意したとの報道に関し、本年 3月ＯＰＥＣ加盟国と非加盟国との間で右

合意に関する協議を行うと発言。 

原油価格の下落は投資計画に影響せず、今後もエネルギー分野の投資を継続する旨、更に、

国営炭化水素公社ソナトラック社の財政状況に関し、今後は資金調達のため対外借り入れ

を行う可能性がある旨、述べた。 

http://www.dz.emb-japan.go.jp/jp/news2016.02.pdf 

 

アンゴラ月報（3 月） 

1．ドス・サントス大統領による政界引退表明 

 11 日に開催された当国与党ＭＰＬＡ中央委員会会合の冒頭、ドス・サントス大統領が 2018

年に政界を引退すると表明した。 

2．黄熱病 

 ＷＨＯによれば、過去 30 年で初となるアンゴラにおける黄熱病のアウトブレークにより

178 名が死亡したとのこと。昨年 12 月に最初のアウトブレークが報告されて以来、3月 24

日時点で感染者は 450 人以上に上る。 

3．2014 年国勢調査最終版 

 24 日、ＩＮＥ（アンゴラ国家統計局）は、2014 年国勢調査最終報告書を発表、アンゴラ

の総人口を 2,600 万人、首都ルアンダ市の人口を 690 万人と発表。平均年齢は 20.6 歳、18

歳から 24歳の識字率は依然低くわずか 13％。 

4．脱税企業のリスト策定 

 3 月 1 日付の財務省令により、ＡＧＴ（アンゴラ国税庁）は、四半期ごとに納税義務を遵

守しなかった企業のリストを策定する権限を有することとなった。同リストに記載された

企業は、輸出入並びに就労ビザの取得及び更新が不可能となる。 

http://www.dz.emb-japan.go.jp/jp/news2016.02.pdf
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5．公務員給与の未払い 

 7日付の財務省コミュニケによると、アンゴラの公務員の4分の1以上に当たる8万人が、

2 月の給与を受給していないとのこと。 

6．フィッチ社による成長率予測 

 フィッチ社は、2016 年のアンゴラの予想経済成長率を、2015 年 9月に発表した 4.5％か

ら、2009 年以来最低となる 2.5％へと引き下げた。 

http://www.angola.emb-japan.go.jp/document/report/201603angola_report.pdf 

 

コートジボワール月報（3月） 

1．観光地におけるテロ攻撃 

 13 日、観光地として知られるグラン・バッサム（アビジャン東方約 40ｋｍ）の海水浴場

の西洋人が多いホテルが武装者により襲撃された。同襲撃は、コートジボワールとフラン

スとの同盟関係、及びコートジボワール当局によるＡＱＩＭメンバー4名のマリ当局への引

き渡しに報復するものと、ＡＱＩＭが犯行声明を出した。 

2．遊牧民と農民との争い 

 24 日、北東部ブナ市において、遊牧民フラニ族と農民との間で争いがあり、30 日までに

25 人が死亡、40 人程度が負傷、3,000 人近くが避難を余儀なくされている。 

3．ウワタラ大統領による外政 

 15 日、ボニ・ベナン大統領、ニャシンベ・トーゴ大統領はアビジャンを訪問し、ウワタ

ラ大統領と会談。                                   

30 日、ウワタラ大統領は、フランスの邸宅で、タロン新ベナン大統領と会談し、両国の友

愛・協力関係をより一層強化する旨述べた。 

4．アフリカＣＥＯフォーラム 

 21－22 日、Jenue Afrique グループ主催による第 4回アフリカＣＥＯフォーラムがアビ

ジャンで開催され、48か国から企業リーダー約 1,000 人が参加した。 

http://ab-network.jp/%E3%82%B3%E3%83%BC%E3%83%88%E3%82%B8%E3%83%9C%E3%83%AF%E3%8

3%BC%E3%83%AB%E6%9C%88%E4%BE%8B%E5%A0%B1%E5%91%8A%EF%BC%88%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%

BC%91%EF%BC%96%E5%B9%B4%EF%BC%93%E6%9C%88%EF%BC%89 

 

コンゴ（民）月報（4 月） 

1．政治対話の動向 

 6 日、ズマ・アフリカ連合（ＡＵ）委員長は、エデム・コジョ（前トーゴ首相、前ＡＵ事

務局長）をコンゴ（民）における政治対話の調停者に任命したとするプレスリリースを発

表。これに対し、野党ＵＤＰＳは憲法期限に則った大統領選挙の実施を条件に賛成、Ｇ7 は

カビラ大統領の意のままに行われる場合にはノー、野党連合ダイナミックは政治対話への

不参加を再表明。 

2．大統領任期を巡る憲法解釈に関する与野党の動向 

 18 日、大統領多数派（ＭＰ）議員約 40 名が、大統領任期を定めた憲法第 70 条等の解釈

に関し、憲法裁判所に請願書（約 285 名が署名）を提出した。              

これに対し、野党はＭＰの解釈について根拠がなく、カビラ大統領の政権居残り工作であ

http://www.angola.emb-japan.go.jp/document/report/201603angola_report.pdf
http://ab-network.jp/%E3%82%B3%E3%83%BC%E3%83%88%E3%82%B8%E3%83%9C%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%83%AB%E6%9C%88%E4%BE%8B%E5%A0%B1%E5%91%8A%EF%BC%88%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%BC%91%EF%BC%96%E5%B9%B4%EF%BC%93%E6%9C%88%EF%BC%89
http://ab-network.jp/%E3%82%B3%E3%83%BC%E3%83%88%E3%82%B8%E3%83%9C%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%83%AB%E6%9C%88%E4%BE%8B%E5%A0%B1%E5%91%8A%EF%BC%88%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%BC%91%EF%BC%96%E5%B9%B4%EF%BC%93%E6%9C%88%EF%BC%89
http://ab-network.jp/%E3%82%B3%E3%83%BC%E3%83%88%E3%82%B8%E3%83%9C%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%83%AB%E6%9C%88%E4%BE%8B%E5%A0%B1%E5%91%8A%EF%BC%88%EF%BC%92%EF%BC%90%EF%BC%91%EF%BC%96%E5%B9%B4%EF%BC%93%E6%9C%88%EF%BC%89
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ると非難した。 

3．複数政党制の導入記念日の野党による政治集会 

 24 日、モイズ・カトゥンビ前カタンガ州知事が呼びかけたルブンバシ市での平和集会に

おいて、カトゥンビ氏を先頭に数百人の市民が行進した際、警察が実弾による威嚇射撃に

加え催涙ガス弾の発射によって群衆を散乱させ、平和集会の開催を阻止。同日昼過ぎから、

野党連合ダイナミックはキンシャサ市中心部の大通りで 2,000 人を超す政治集会を開催、

大きな混乱もなく夕方には終了。 

4．国民的歌手、パパ・ウェンバがアビジャンで客死 

 24 日早朝、コンゴ（民）の国民的歌手で、ルンバの王様と呼ばれているパパ・ウェンバ

が、アビジャンで開催されていたＦＥＭＵＡ音楽祭のステージで演奏中に突然倒れ、その

後死亡が伝えられた。 

http://www.rdc.emb-japan.go.jp/files/000154358.pdf 

 

ザンビアマクロ経済概況・月報（3月） 

1．経済犯罪の増加 

 プライスウォーターハウスクーパース（ＰｗＣ）発表の「2016 年世界経済犯罪調査」よ

ると、ザンビアは調査対象期間の 2年間で経済犯罪が 36％増加した。 

2．ＩＭＦ「ザンビア経済は強い圧力下にある」 

 ＩＭＦは、ザンビア経済は、銅価格の下落、電力不足、降水量の低下を背景として、強

い圧力下にあり、マクロ経済の安定及び持続した高成長率を早急に回復するには、断固た

る処置が必要とされる旨発言した。 

3．ザンビア・モザンビーク、電力協定に署名 

 18 日、ザンビア政府及びモザンビーク政府は二国間の覚書に調印、同覚書には、モザン

ビークにおける 1,200 メガワットの石炭火力発電所建設が明記されている。 

4．ＺＴＫ電力プロジェクト、開始 

 ザンビア、タンザニア、ケニア間の全長 2,300 キロの地域電力連結プロジェクト（ＺＴ

Ｋ電力プロジェクト）の第 1フェーズが今年 12月に完了する見込みである。 

5．ザンビア開発庁（ＺＤＡ）戦略プラン 

 ＺＤＡは、非伝統的輸出品の新旧マーケットへの輸出促進を目的とする戦略プラン（総

額 3.57 億米ドルで期間は 5年間）を発表した。 

http://www.zm.emb-japan.go.jp/ja/keizai/Macro.Report.3.2016.pdf 

 

セネガル月報（3 月） 

1．憲法改正のための国民投票 

 30 日、憲法院は 3月 20日に行われた憲法改正に係る国民投票の結果を発表した。投票率

は 38.59％、賛成票 62.64％、反対票 37.36％。 

2．第 1 回ハラルビジネスフォーラム 

 3 日ー5日、ダカールにおいて「湾岸諸国とアジアとの商業取引を通じた活性化」のテー

マのもと、第 1回ハラルビジネスフォーラムが開催され、ジョヌ首相他が出席。同首相は

開会式挨拶において、ハラルビジネスは国境と宗教を超えた新しいビジネスの機会である

http://www.rdc.emb-japan.go.jp/files/000154358.pdf
http://www.zm.emb-japan.go.jp/ja/keizai/Macro.Report.3.2016.pdf
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ため、食品における各種規制や承認基準等で協調し、イスラム協力機構（ＯＩＣ）との商

業機会を強化する旨発言。 

3．経済成長率 

 11 日、マンスールＩＭＦ調査団長は、政策支援インストルメント（ＰＳＩ）の第二次レ

ビューのためにセネガルを訪問し、2015 年セネガルの経済成長率を前回予測の 5.4％から、

政府発表の 6.5％に修正する旨発表した。 

4．身分証明書 

 ジャロ内務・公安大臣は、セネガル国内における身分証明書を 2017 年よりＥＣＯＷＡＳ

共通の生体認証技術を導入したＩＤに統一する旨発表した。 

http://www.sn.emb-japan.go.jp/pdf/jp/sn/geppou1603.pdf 

 

ベナン月報（3 月） 

1．大統領選挙 

 3 月 6 日に第一回投票、20 日に決選投票が実施され、パトリス・タロン候補がリオネル・

ザンス首相を破った。30日、憲法裁判所は、5日間の異議申立期間中に一切の異議申し立

て等がなかったことから、タロン候補を次期ベナン共和国大統領として正式に発表した。 

ＵＥＭＯＡ、ＥＣＯＷＡＳ、アフリカ連合及び国連などから派遣された各選挙監視団は、

今次大統領選挙の透明で平和裏の実施を高く評価し、ベナン国民の民主主義の精神に敬意

を表した。 

2．ラッサ熱 

 14 日、保健相はラッサ熱による死者が 24名に達したことを発表した。感染の疑いのある

患者は死者を含めて 47人に上っている。 

3．ＥＣＯＷＡＳ 

 22 日、元開発大臣のドゥ・スザ国民議会議員がヤイ大統領により ECOWAS 委員長に指名さ

れた。（大使館注；ベナンは 2016－18 年の ECOWAS 委員長国。正式承認は今後行われる。） 

4．ガソリン不足 

 29－31 日、ナイジェリアにおけるガソリンの不足から生じた違法ガソリン価格の高騰に

より、正規のガソリンも手に入りづらい状況が続き、各地のガソリンスタンドには長蛇の

列ができた。 

http://www.bj.emb-japan.go.jp/j/pdf/geppo_201603.pdf 

 

ボツワナ月報（3 月） 

1．政府プロジェクト進捗調査タスクフォース 

 カーマ大統領は、政府のプロジェクトおよび計画の進捗状況を定期的に調査する目的で

タスクフォースを設置し、メンバー8名（元閣僚や退職した公務員で構成、ケディキルウェ

前副大統領が統括）を任命した。 

2．旅客鉄道輸送再開 

 22 日、ボツワナ鉄道の旅客輸送が 8年ぶりに再開され、開始式にはカーマ大統領が出席

した。この旅客鉄道は「BR Express」の名称で、空調、会議室、Wi-Fi 設備などを完備して

いる。 

http://www.sn.emb-japan.go.jp/pdf/jp/sn/geppou1603.pdf
http://www.bj.emb-japan.go.jp/j/pdf/geppo_201603.pdf
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3．北朝鮮制裁 

 4 日、ボツワナ政府は、国連の北朝鮮制裁を支持する声明を発表した。声明で、ボツワナ

政府は国連安保理による北朝鮮に対する追加制裁措置を歓迎・支持し、追加制裁決議に対

する抗議として北朝鮮が行った短距離ミサイル発射に対し、最も強い言葉で非難するとし

ている。 

4．ＡＵＣ委員長 

 31 日、ボツワナ政府は、3月 23 日にハボロネで開催された南部アフリカ地域外相会議で、

ベンソン・モイトイ外務国際協力大臣がアフリカ連合委員会（AUC)委員長選挙の南部アフ

リカ地域の候補として支持を得たことを発表した。ズマ現委員長の任期は 2016 年 6月まで

で、次期委員長選挙は 6月 27－28 日にルワンダで開催予定の第 27 期アフリカ連合総会の

場で行われる予定。 

http://www.botswana.emb-japan.go.jp/files/000148931.pdf 

 

マダガスカル月報（4 月） 

1．内閣総辞職と新内閣の成立 

 8 日午後、ラララ大統領府事務総長は、ラヴェルナリブ首相が同首相及び内閣の名におい

て提出した辞表が受理された旨の大統領令を読み上げた。10 日夕刻、ラララ事務総長が大

統領令を読み上げ、オリヴィス・スルナンジャサナ・マハファリ前内務・地方分権相が新

首相に任命された。13 日午前、ラヴェルナリブ前首相からマハファリ新首相への交替式が

行われ、15 日、マハファリ内閣が発足した。 

2．潘基文国連事務総長の訪問 

 17 日、アタラ外務大臣は、5 月 10 日、11 日に潘基文国連事務総長がマダガスカルを公

式訪問する旨の口上書を受け取ったことを発表した。同外務大臣は、同訪問を「マダガス

カルが憲法秩序を回復し、国際社会に復帰した後の国民の勝利であり、外交上の勝利であ

る」としている。 

3．最低賃金の引き上げ 

 5 日、最低賃金の 8.27%の引き上げが閣議で発表された。同決定は 2016 年 2 月 17 日に

遡って適用される。 

4．当国南部における天然ガスの発見 

 MSPC（マダガスカル南部石油）社は、南部アッチモ・アンドレファナ県の 2,900 メート

ルの深さのところで天然ガスが発見されたと発表した。 

http://www.mg.emb-japan.go.jp/jp/koho/pdf/2016_05_10_geppo_madagascar.pdf 

 

マラウイ月報（3 月） 

1．第 46 回国会中間予算レビュー閉会 

 18 日、第 46回国会中間予算レビューが閉会。今次国会では 11 日に 2015/16 年度補正予

算が可決された。 

2．在外公館の人員削減・人事合理化 

 24 日、チャポンダ外務・国際協力大臣は在外公館の戦略的重要性の向上及び経費削減に

向けた人員削減・人事合理化政策を発表した。 

http://www.botswana.emb-japan.go.jp/files/000148931.pdf
http://www.mg.emb-japan.go.jp/jp/koho/pdf/2016_05_10_geppo_madagascar.pdf
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3．ＩＭＦによる評価 

 9－23 日、オーラル・ウイリアムズ団長率いる IMF ミッションが、対マラウイ拡大信用フ

ァシリティ(ECF)プログラムの第 7回・8回レビューのために当地を来訪。国内借入が大幅

に削減されたことを高く評価し、マクロ経済は「再び軌道に乗った(Back On-track)」旨の

声明を発表した。 

4．対外債務 

 財務・経済計画・開発省の報告によると、2014 年 6 月時点では 16億米ドルであった対外

債務は、中国およびインドからの借り入れが増加し、2017 年 6月には 19億米ドルに達する

見込みであり、ＧＤＰの約半分に達する。二国間債務の総額は 4億 2,380 万米ドルで、そ

のうち中国が全体の 56％、インドが 30％に値する。 

http://www.mw.emb-japan.go.jp/JapaneseSite/20160420_malawigeppo_march2016.pdf 

 

南アフリカ月報（4 月） 

1．ヌカンドラ問題 

 1 日夜、ズマ大統領はヌカンドラ問題に関し、先月末憲法裁判所がズマ大統領に対して警

備対策に当たらない部分について返金義務があるとの判断を下したことを受け、テレビ生

放送で国民向けに演説を行い謝罪した。 

2．ズマ大統領の収賄疑惑に関する高等裁判所判決 

 29 日プレトリア高等裁判所は、大統領就任前の 2009 年に不起訴となったズマ現大統領に

対する 783 の収賄疑惑に関し DA が同処分の見直しを求めて提訴していた件について、2009

年の検察庁による起訴取り下げの判断は合理的でなかったとの判決を下した。本判決が上

訴されない場合、ズマ大統領を再度起訴するか否かの判断はアブラハムス現検察庁長官に

委ねられることとなる。 

3．インフレ 

 南ア統計局は、3月の消費者物価指数は 6.3％と 2月の 7％より下がったと述べた、依然

として、インフレターゲットの 3～6％外であり、本年中に更なる政策金利の引き上げの可

能性は残っている。 

4．製造業の生産増 

 南ア統計局は、2月の製造業生産指数は前年比 1．9％増と述べた。1月の 2.6％減とは対

照的であり、市場の予測を上回った。主な要因は、石油（4.2%)、食品（3.8%)、木材製造

業(4.7%)での生産増加である。 

http://www.za.emb-japan.go.jp/jp/downloads/SANews/April_2016.pdf 

 

モザンビーク月報（3月） 

1．政府 ・レナモ間の緊張によるマラウイへの難民流入 

 3 日、バロイ外相が国会において「マラウイ南部のカピゼ難民キャンプに居住する人々は、

昨年 6月頃より流入するテテ州ンコンデジ地区等からの避難民であり、去る 1 月、在マラ

ウイ・モザンビーク大使館のミッションが視察した際は約 3,000 人、最新の数字では 7,000

人以上。モザンビーク政府は難民の帰還に向けて必要な環境整備を行いつつある。」旨述べ

た。 

http://www.mw.emb-japan.go.jp/JapaneseSite/20160420_malawigeppo_march2016.pdf
http://www.za.emb-japan.go.jp/jp/downloads/SANews/April_2016.pdf
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2．政府・レナモの対話 

 4 日付大統領府の発表によると、ニュシ大統領はヴェローゾ元治安大臣、レヴィ前司法大

臣、ムトゥケ大統領府職員の 3名を、レナモとの対話促進のための専属メンバーとして指

名。ドゥラカマ党首に対しレナモ側も早急に専属チームを指名するよう依頼し、改めて対

話に招待した。                                       

7 日、ドゥラカマ党首は、現在の緊張関係の解決を目指す対話については、カトリック教会、

ズマ南ア大統領、欧州連合の 3者からなる仲介者の出席が条件と回答。 

3．信用格付け 

 15 日、格付け機関 Standard & Poor’s(S&P)は、モザンビークまぐろ会社（EMATUM)が約

7 億ドル分の債務借り換えを提案したことを受け、モザンビークの信用格付けを「B-」から

「CC」に引き下げた。S&P は「我々は、債務借り換え後に投資家の利益が減少すると見なす

場合、または債務借り換えがディストレストであると見なす場合には、モザンビークの外

貨評価を『SD（選択的債務不履行）』とするかもしれない。債務借り換えが成功すれば、格

付けは見直す。」と述べている。 

4．モザンビークにおける投資額の減少 

 投資促進センター(CPI)によると、2015 年の投資額は約 17億ドル（対前年比 74.5％減少）

であった。内訳は、外国直接投資が 9.91 億ドル（対前年比 60％減少）国内投資が 3.82 億

ドル（対前年比 83.2％減少）、援助及び借款が 4.14 億ドル（対前年比 94.1％減少）であっ

た。 

http://www.mz.emb-japan.go.jp/files/000152494.pdf 

 

モーリシャス月報（3月） 

1．独立記念式典 

 12 日、独立 48 周年、共和国 24周年を祝う記念式典が開催され、マダガスカル大統領夫

妻が賓客として招待された。 

2．国民議会 

 29 日、3か月間の閉会期間を終え、国民議会通常会期が開会。前財相に対する不正融資

問題、前環境相の収賄事件により野党が現政権追及の絶好の機会となった。 

3．グローバリゼーション指数 

 9 日、チューリッヒのスイス連邦高等技術学院が発表した経済・社会・政治面のグローバ

リゼーション指数で、モーリシャスは全世界で 58位にランクインした。サブサハラアフリ

カでは 1位で、最もグローバル化した国と評価された。 

4．アフリカ航空回廊便(Air Corridor) 

 14 日、シンガポールとモーリシャスの共同事業「アフリカ航空回廊便」が開始、最初の

1 便が離陸する。今後シンガポールへの直行便が週 3便就航し、モーリシャス・シンガポー

ル間の旅客と貨物の拡大と双方空港をハブとしたアジア・アフリカ輸送の拡大を狙う。 

http://www.mg.emb-japan.go.jp/jp/koho/pdf/2016_04_18_geppo_maurice.pdf 

 

モロッコ経済日誌（1月） 

1．ＩＭＦの予防的流動性枠承認 

http://www.mz.emb-japan.go.jp/files/000152494.pdf
http://www.mg.emb-japan.go.jp/jp/koho/pdf/2016_04_18_geppo_maurice.pdf
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 27 日、IMF 理事会は、モロッコへの「予防的流動性枠」(PLL)の設定可否を判断するため

の経済状況レヴューを完了し、その結果、PLL の資格継続が再承認されると発表。 

2．公務員年金制度改革案 

 7 日、公務員年金制度改革に関する 6件の法案が閣議に提出される。同改革案では、定年

を今後 3年間で現行の 60歳から 63歳まで引き上げるほか、拠出金の政府と職員それぞれ

の負担割合を現在の 10％から毎年 1％引き上げ 4年後に 14％とする。 

3．2030 年の再生可能エネルギーの達成目標 

 26－28 日、マラケシュにて「電力システムにおける在来型エネルギー、新エネルギー、

再生可能エネルギーの構成バランス」のテーマのもと、第 5回アラブ電力共同体会合が開

催された。同会合において、アマラ・エネルギー・鉱山・水利・環境大臣は、拡大する電

力需要に対応し、98％というエネルギー対外依存度を減少するため、2030 年における再生

可能エネルギー割合の達成目標を 52％にする旨発表、この目標達成のため 2016 年から 2030

年の間に、再生可能エネルギーによる発電能力をやく 10,100MW 拡大することを目指すとし

た。 

4．アロガンオイルの展望 

 グランド・ライフ・リサーチ社の報告によると、2022 年までのアロガンオイル市場は毎

年 19.6％の成長が予測されている。 

http://www.ma.emb-japan.go.jp/pdf/keizainisshi/Keizainisshi201601.pdf 

      

ルワンダ月報（2 月） 

1．世銀のルワンダ・エコノミック・アップデート第 9版のリリース 

 世銀はルワンダ・エコノミック・アップデート第 9版において、前版では 7.6％としてい

たルワンダの 2016 年の GDP 成長率を 6.8％に下方修正した。他方、2017 年は 7.2％に上昇

すると見込んでいる。 

2．徴税目標 

 ルワンダ歳入庁（RRA)は、2015/16 年度上半期の課税目標は達成した旨発表した。目標税

額 4,603 億 RWF に対して 4,706 億 RWF の歳入となった。 

3．ルワンダの予防接種率 

 24 日ー25 日、アディスアベバで開催されたアフリカの予防接種に関する会議において、

世界保健機関（WHO)が発表した報告書によると、ルワンダの予防接種率は 99％であった。 

4．ドローンの活用 

 青年・ICT 省及び米国企業の Zipline 社は 9日、ドローンの活用に向けた覚書を締結し

た。同覚書により、同社は、ムハンガ郡にドローンの離着陸拠点を建設し、8月から試運転

が開始される。ドローンを活用することで、陸路では輸送が難しい僻地にも、輸血などの

医療品の供給が可能となる。 

http://www.rw.emb-japan.go.jp/image/rwanda_news_2016.2.pdf 

 

＊記載した情報は、在アフリカ諸国日本大使館 HPと AB－NET から収集したものです。 

 

 

http://www.ma.emb-japan.go.jp/pdf/keizainisshi/Keizainisshi201601.pdf
http://www.rw.emb-japan.go.jp/image/rwanda_news_2016.2.pdf
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特別ニュース 

 

1「アフリカへの送金コストは世界のどの地域よりも高い」  

2「プントランドとソマリランドにおける若者の雇用機会と移住」 

3「ビジネスに役立つアフリカ語」 

4「マラリアとの戦いは続いている。」 

5「知られていない最悪の独裁者」 

6「ルワンダのジェノサイド記念館は、政権に利用されている」 

7「干ばつは深刻化、被害国は世界の注目を集めきれていない」 

8「中国がくしゃみをするとアフリカは風邪をひく？」 

9「ブルンジの時限爆弾」 

10「ウガンダの石油パイプラインをケニアでなく、タンザニアに変えた理由」 

11「最近の国際選挙監視は期待に応えていない」 

12「アフリカにおける急進派の台頭と暴力化」 

13「東アフリカの中古衣料の輸入禁止」 

14「ナイロビの建物と行政の崩壊」 

15「ついにリビアの紙幣からカダフィ大佐の顔が消える」 

16「ニジェール、チャドはリビアからの難民 75,000 人を受け入れ」 

17「南スーダン：原油安と通貨安の試練の中で政府による経済立て直しの動き」 

18「タンザニア：ダル郊外の違法建築家屋 400 軒の当局による破壊作業続く」 

19「コートジボワール大統領、電力料金の値上げ延期を発表」 

20「ベナン新大統領、ボイ前大統領と和解フランスとの協力強化を再確認、」 

 

アフリカニュース編集委員会 

 

1「アフリカへの送金コストは世界のどの地域よりも高い」  

“It still costs more to send money to Africa than anywhere else”, Quartz Africa, 

5 月 2 日 

 最近は海外のアフリカ人から家族等への仕送りが増加しており、その額は 300 億ドルに

達すると推定されている。リベリアでは海外からの送金は GDP の 26％、ガンビアで 22％、

セネガルで 10％に達している（世銀調べ）。この送金コストがサブサハラ・アフリカの場合、

9.72％で他の地域への送金コストより高い。世銀によれば、途上国への送金コストを 5％引

き下げる事が出来れば年間 160 億ドルが途上国の人々の収入増となる、と予想している。

アフリカの高いコストは、送り手と受け手が利用できる銀行機能が限られているからであ

る。 

 

2「プントランドとソマリランドにおける若者の雇用機会と移住」 

“Youth, Employment and Migration in Puntland and Somaliland”, Nassim Majidi and 

Herve Nicolle ,Africa at LSE, 5 月 2 日 

2011 年から 2015 年にかけて、ソマリランドとプントランドからの若者達の EUへのエクソ

http://qz.com/673302/it-still-costs-more-to-send-money-to-africa-than-anywhere-else/
http://blogs.lse.ac.uk/africaatlse/2016/05/02/youth-employment-and-migration-in-puntland-and-somaliland/
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ドスが問題となっている。EUは本年 700 万ユーロをかけて、プントランドで若者達の職業

訓練を始めている。780 人の若者達を面接した結果、70％が良い雇用機会を求めての出国希

望であった。さらに、調査の結果、雇用主の希望を満たす若者はプントランドで 27％、ソ

マリランドで 19％に過ぎない。これは明らかに学校教育と雇用市場の需要がマッチしてい

ない事を示している。記事は改善策を論じている。 

 

3「ビジネスに役立つアフリカ語」 

“How Many Languages of Africa Are There?”, africa com.,4 月 25 日 

記事では、アフリカにおける言語について、説明しているが、特にビジネスなどで有用な

10 のアフリカ語を挙げている。①スワヒリ語、②アムハラ語、③ヨブラ語、④オロモ語、

⑤ハウザ語、⑥イボ語、⑦ズル語、⑧ショナ語、⑨ポルトガル語、⑩フランス語である。

ポルトガル語とフランス語は、独立後 母国語として使う多数のアフリカ人がいる、と説

明されている。 

 

4「マラリアとの戦いは続いている。」 

 “Winning the fight against malaria”, Interview, Mckensey, 4 月 

4 月 25 日は「世界マラリア・デー」で国連のマラリア特別代表との、マラリア対策につい

てインタビューの要約である。マラリアは今でも40万人以上の死者を出し、その患者の89％

と死者の 91％は、サブサハラ・アフリカである。マラリアとの止むことのない戦いが続い

ている。 

   

5「知られていない最悪の独裁者」 

“ The Worst Dictatorship You’ve Never Heard Of ”, Foreign Policy, 4 月 21 日 

西アフリカの小さい国であるガンビアについては、あまり報道されないが、大統領は 1994

年にクーデターで権力を握って以来、権力の座に座り続け、今年の 12 月の選挙も容易に勝

つことになろう。悪魔払いや、迷信、恐怖政治を行っている。大統領の独裁政権に対して、

反対派が抗議を行っているが、デモも厳しく制限され、抑圧されている。EU は援助を中止

している。米国は厳しい対応をすべきである。 

 

6「ルワンダのジェノサイド記念館は、政権に利用されている」 

“The False Idols of Rwanda’s Genocide”, Michela Wrong, Foreign Policy, 4 月 27

日  

ルワンダの首都のキガリにあるジェノサイド記念館は、多くの人を集めているが、最近で

は地方にも多数の記念館が作られている。多くの訪問者を集めていないが、カガメ政権の

力の象徴となっている。ジエノサイドを止めたカガメの軍は、依然として強力であるが、

かつての同士の中から反カガメの動きもある。あるものは亡命、あるものは暗殺されてい

る。8年前に記念館として開館された旧宮廷は、カガメ一族の写真で飾られ、彼こそ現代の

ルワンダの王であると宣言しているようである。（M.Wrong はジャーナリストで多くのアフ

リカについての著作がある。） 

 

http://www.africa.com/many-african-languages/
http://www.mckinsey.com/industries/social-sector/our-insights/Winning-the-fight-against-malaria?cid=other-eml-alt-mip-mck-oth-1604
http://foreignpolicy.com/2016/04/21/the-worst-dictatorship-youve-never-heard-of-gambia/
http://foreignpolicy.com/2016/04/27/the-false-idols-of-rwandas-genocide-war-paul-kagame-museums-culture/
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7「干ばつは深刻化、被害国は世界の注目を集めきれていない」 

“As drought deepens, African nations struggle to get globe's attention”, Ryan Lenora 

Brown, CSM, 4 月 19 日 

 南部アフリカと東アフリカ諸国は 30年来の厳しい干ばつに苦しんでいる。しかし、これ

らの国々の適切な干ばつ対策が、かえって世界の注目を集めない結果を招いている。  

 

8「中国がくしゃみをするとアフリカは風邪をひく？」 

“When China sneezes does Africa catch a cold?”, Nicholas Norbrook, the africa report, 

3 月 15 日 

中国経済の失速は南ア、ザンビア、DRC など資源輸出国には大きな打撃である。エチオピア、

モロッコ、ルワンダなどは、この機会に経済改革を真剣に実行している。中国が投資から

消費に移行しているこの時に、農民を支援し、真剣に工業化を目指しているアフリカ諸国

にとっては、絶好の機会が与えられている。 

 

9「ブルンジの時限爆弾」 

“Burundian time-bomb”, Economist, 4 月 23 日 

去年の 4月に Nkurunziza 大統領（フツ族）が三期目の立候補宣言（憲法違反）をしてから、

国は混乱状態が続いている。クーデターの失敗や街中での闘争が起きている。大統領の武

装親衛隊は反対派（多くはツチ族）にテロ行為を行っている。数千人の行方が分からなく

なっており、25 万人が近隣国に脱出している上にそれを超える人々が国内難民となってい

る。言うまでも無く、経済は壊滅状態である。 

 

10「ウガンダの石油パイプラインをケニアでなく、タンザニアに変えた理由」 

“Tanzania Pipeline Deal Reflects Uganda’s Practical and Strategic Concerns”, Adjoa 

Anyimadu, Chatham House, 5 月 2 日 

ウガンダはウガンダ西部の Hoima からの石油輸送パイプライン建設計画をケニアの

Lokichar―Lamur から、タンザニアの Tanga への 1,410 km に変更した。国際石油会社の圧

力、東アフリカの政情の変化、ケニアの脆弱な治安状況が、主な理由とされている。だが、

地域統合に後ろ向きであったタンザニアを引き込むことにより地域統合が進むという計算

もあったのではなかろうか。 

 

11「最近の国際選挙監視は期待に応えていない」 

“How Election Monitors Are Failing”, Foreign Policy, 4 月 29 日 

2 月のウガンダの選挙で EU や他の選挙監視団が監視をしたが、明らかな政権側の不正、反

対派の弾圧、差別等について強く非難していない。最近の傾向をみると、監視団は、選挙

の過程と結果について、”良”との判断を下すケースが多くなった。厳しく採点して、「自

由で公正」でないと判断した時の政治的な配慮が先行してしまっている．国際選挙監視の

あり方について再考するべきではないか。 

 

12「アフリカにおける急進派の台頭と暴力化」 

http://www.csmonitor.com/World/Africa/2016/0419/As-drought-deepens-African-nations-struggle-to-get-globe-s-attention
http://www.theafricareport.com/North-Africa/when-china-sneezes-does-africa-catch-a-cold.html
http://www.economist.com/news/leaders/21697222-killing-rebels-burundi-has-ominous-echoes-rwanda-1994-burundian-time-bomb
https://www.chathamhouse.org/expert/comment/tanzania-pipeline-deal-reflects-uganda-s-practical-and-strategic-concerns
http://foreignpolicy.com/2016/04/29/how-election-monitors-are-failing-uganda/
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“Radicalization and violent extremism in Africa”, Medhane Tadesse, Pambazuka, 4

月 7 日 

アフリカにおける急進派と暴力はめずらしいものではない。しかし、最近のイスラム過激

派の動きは拡大し、国際的な連携を持つようになっている。国家の機能が麻痺している地

方も多くなっている。対応はどの様にすべきであろうか。回答の一部は、彼らの動きの中

に見出される。イスラム教徒が差別され、経済活動からも排除されている事実に注目すべ

きである。また、彼らは地域化した武装集団、地域住民の不満等に寄生している。国家の

機能を充実させて、これらの諸問題に対処すべきである。 

 

13「東アフリカの中古衣料の輸入禁止」 

“East Africa's ban on second-hand clothes won't save its own industry”, Andrew Brooks, 

The Guardian, 5 月 4 日   

 (月刊アフリカニュース No42 の記事の続編 ) 

東アフリカ共同体が、地域産業の開発を狙って、中古衣料の輸入の禁止することに決めた。

東アフリカの中古衣料の輸入額は、2015 年に＄1億 5,100 万である。欧州、北アメリカの

慈善団体、リサイクリング業者が供給源である。ケニアの縫製業では、以前 50万人が働い

ていたが、現在 2万人位である。南アフリカの例から見て新しく縫製業を興しても、国産

の衣料は輸入の新品に価格で太刀打ちできないのではなかろうか。また、政府は新しい産

業のための支援、流通インフラ、電力供給、税金の軽減等々を行わなければならない。 

 

14「ナイロビの建物と行政の崩壊」 

“Who Will Pull Kenyans From The Rubble Of Their Collapsing State”, Gathara's World, 

5 月 6 日     

1 日ナイロビで 164 世帯のアパートが入る 7階建のビルが崩壊した。多数の死者、行方不明

者、怪我人を出している。2006 年から 2014 年の間に 17のビルが崩壊し、84人の死者、300

人の怪我人を出している。このような事故が起きると、警察は建物の所有者と関係部署の

公務員を逮捕し、法律の執行怠ったとして関連職員を停職処分にする。また、今回も近隣

の危険な建物の居住者を移転場所も指定せず、退去させ、建物を取壊している。政府は「二

度と起こさない」と繰り返すが、今までの例から見ても、のど元過ぎれば何も起こらない。

ナイロビの国家建築公社は、ナイロビの 58％の建物が居住に適していない公表している。 

 

15「ついにリビアの紙幣からカダフィ大佐の顔が消える」 

“Ghaddafi disappears from Libyan notes”, afrol News, 2 月 25 日 

リビアの紙幣から、四十数年続いたムアマール・カダフィの顔が消える。新紙幣には、革

命戦士やリビアの史跡の図柄が使用されている。第2回革命記念日にあたる2月17日から、

この新紙幣が流通する事となり、カダフィの描かれた旧紙幣は、中央銀行に戻り次第破棄

される。紙幣に記載される国名もカダフィ時代の Jamahiria（「大衆によって支配される共

和国」の意）が削除され、シンプルに Libya となった。 

 

16「ニジェール、チャドはリビアからの難民 75,000 人を受け入れ」 

http://www.pambazuka.org/human-security/radicalization-and-violent-extremism-africa
http://www.theguardian.com/sustainable-business/2016/may/04/east-africa-kenya-ban-second-hand-clothing-imports-west
http://gathara.blogspot.jp/
http://www.afrol.com/articles/38166
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“Niger and Chad receive 75,000 refugees from Libya”, afrol News, 4 月 27 日 

貧しいサヘルの国ニジェールとチャドは、サハラ砂漠を渡って押し寄せる 75,000 人の難民

受け入れに苦闘している。ニジェール政府の把握する数字では 57,000 人となっており、そ

のほとんどがナイジェリアからリビアへの移住労働者で、ナイジェリア以外の 4,000 人の

内訳は、セネガル、ガンビア、ギニアビサウなど西アフリカ諸国からなっている。また、

チャドはリビアと長い国境を持つ為、やはり 17,000 人が砂漠を渡って Faya Largeau に押

し寄せている。チャド政府は、ダルフール紛争による東隣の南スーダンからの難民対策も

あり、困難が続く。 

（注：この記事では、ニジェールとチャドの合計が 75,000 になっていない）   

 

17「南スーダン：原油安と通貨安の試練の中で政府による経済立て直しの動き」 

“South Sudan: Juba Government to Revive Economy in the Face of Weak Economy”, Low 

Oil Prices, 5 月 2 日 

国家収入の 98％を原油に頼る南スーダンは、原油安と続く内戦による物価上昇、食糧他の

輸入力低下、倒産企業の増加による失業率の増大に悩み経済再建を図っている。しかし購

買力の低下により、特にウガンダ、ケニア、スーダンからの食糧輸入は危機に陥っている。 

 

18「タンザニア：ダル郊外の違法建築家屋 400 軒の当局による破壊作業続く」 

“Tanzania: Shock as Over 400 Homes Lined Up For Demolition in Dar es Salaam”, 5

月 3 日 

ダルエスサラーム郊外のキバンバ地区にカジュマキなる業者により違法に土地入手の上建

築された、約 400 軒の家屋が最高裁の決定により取り壊されることになり、実際の作業が

昨日開始された。これらの家屋には全て住人が入っているが、2日に約 150 軒が破壊され、

作業は今後も続行される見込み。他に住む当てが無い居住者の中には泣き叫ぶ者や、とり

あえず生活物資を運び出す者も見られた。 

 

19「コートジボワール大統領、電力料金据え置きを発表」 

“Cote d'Ivoire: Ouattara annonce des mesures pour calmer la grogne”, RFI, 5 月 1

日 

国民の不満が高まる中、コートジボワールのウワタラ大統領は電力料金の据え置きを決定

した。 

20「ベナン新大統領、ボイ前大統領と和解、フランスとの協力強化を再確認、」 

“Patrice Talon et Yayi Boni renforcent leurs relations a Abidjan”, sidwaya, 4

月 19 日 

ベナンのタロン新大統領はボイ前大統領と和解、コートジボワール、トーゴ両大統領の仲

介で会談が実現した。 

“Patrice Talon appelle a une cooperation Franco-Beninoise”, RFI, 4 月 26 日 

タロン大統領はフランスを公式訪問し、オランド大統領と会談、環境問題、COP21、西アフ

リカにおけるテロ対策における協力を確認。 

 

http://www.afrol.com/articles/37666
http://allafrica.com/stories/201605030396.html
http://allafrica.com/stories/201605031169.html
http://fr.allafrica.com/stories/201605020256.html
http://fr.allafrica.com/view/group/main/main/id/00042559.html
http://fr.allafrica.com/view/group/main/main/id/00042773.html
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お役立ち情報 

 

「成長と貧困、新興国の景気失速、工業化政策、地域統合、ナイジェリアの成長と雇用」 

顧問 堀内 伸介 

1「サブサハラにおける成長と貧困」 

“Growth and Poverty in Sub-Saharan Africa”, Edited by Channing Arndt, Andy 

McKay, and Finn Tarp, Oxford University Press, 4 月 19 日 

本書はサブサハラ・アフリカ 16 ヶ国（同地域の人口の 4 分の 3 をカバー）の生活レベル

の包括的な調査報告書である。同地域の経済成長については、広く知られているが、人々

の生活については、あまり知られていない。調査の結果は非常に多様な生活レベルの変化

が見られる。ある国においては成長が、広く人々の所得の向上に繋がり、他の国では、貧

困層にまで成長の恩恵が浸透していない。しかし、大多数の国においては、貨幣単位でな

い生活指標において改善が見られる。 

 

2「新興国市場の景気失速へのアフリカの対応報告書」 

 “Embracing Impact: How Africa Can Overcome the Emerging Market Downturn”,  

J. Peter  Pham and Aubrey Hruby, Atlantic Council's African Center, 4 月 14 日 

中国を筆頭に新興国経済の下降は明らかである。資源価格の低下は世界経済の動向にも

暗い影を落としている。アフリカ経済はもろにこの停滞の影響を受けている。モロッコや

東アフリカ経済は、この機会を利用して次の価格ショックに対応する用意をしている。若

年層の増加、都市化、経済の多様化、裁量的所得は変わっていない。著者たちは楽観的で

ある。 

 

3「報告書：アフリカにおける工業化政策の変化」 

 “Transformative Industrial Policy for Africa”, UNECA, 4 月 

アフリカ諸国は、より生産性の高い産業構造への転換を試みている。重要な部門は工業

化、製造業の進展である。本報告書はアフリカ諸国の経済発展政策の中に、工業化、製造

業の開発を組み込むための具体的な戦略ガイドである。 

 

4「報告書：アフリカにおける地域統合の進捗状況 VII」 

 “Assessing Regional Integration in Africa VII - Innovation, Competitiveness, and 

Regional Integration”, UNECA, 4 月 

（プレス用要約）

http://www.uneca.org/sites/default/files/PublicationFiles/aria_vii_media_kit.pdf 

本報告書はアフリカにおいて、構造調整の一環としてイノベーションと競争力の進展が、

地域統合の計画の中でどのように組み込まれているかについての報告である。 

 

5「ナイジェリアにおける成長と雇用の関係研究論文」 

“ Understanding the relationship between growth and employment in Nigeria”, 

Olu Ajakaiye, Afeikhena T. Jerome, David Nabena and Olufunke A. Alaba, Brookings, 5

http://fdslive.oup.com/www.oup.com/academic/pdf/openaccess/9780198744795.pdf
http://www.atlanticcouncil.org/publications/reports/embracing-impact-how-africa-can-overcome-the-emerging-market-downturn
http://www.uneca.org/publications/transformative-industrial-policy-africa
http://www.uneca.org/sites/default/files/PublicationFiles/aria7_eng_rev_30march.pdf
http://www.uneca.org/sites/default/files/PublicationFiles/aria7_eng_rev_30march.pdf
http://www.uneca.org/sites/default/files/PublicationFiles/aria_vii_media_kit.pdf
http://www.brookings.edu/~/media/research/files/papers/2016/05/05-growth-employment-nigeria-ajakaiye-jerome-nabena-alaba/growth-employment-nigeria-ajakaiye-jerome-nabena-alaba.pdf
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月  

ナイジェリアにおいては、高度経済成長期にも貧困と格差は拡大していた。過去十年間

のナイジェリアの成長は「雇用を生まない」ものであり、生産性の向上よりは、生産要素

の配置替えの結果と言える。労働は低生産性の農業と製造業からサービス部門への転換が

起きていた。同様の結果は他のアフリカ諸国でも観察され、経済成長が雇用を生むという

前提は再考されるべきであろう。 

 

JOCV 寄稿 

「ガーナ／アダフォアにおける学校保健活動」 

26 年度 1次隊 ガーナ 学校保健 河野 真由美 

  

■ガーナ共和国の学校保健事情 

ガーナの公立学校では日本の学校のように保健室設置や養護教諭の配置が義務付けられて

はいませんが SHEP(School Health Education Program)と呼ばれる保健組織があります。筆

頭は国の教育省(National SHEP)で、その下に各地域の教育委員会(SHEP coordinator)、各

学校に保健担当者(SHEP teacher)がいます。National SHEP と SHEP coordinator の中には

日本での学校保健研修を受けた人も在籍しており、ガーナの教育現場にも保健室の必要性

を強く感じたとのことです。そして各学校には SHEP teacher と呼ばれる学校保健担当者が

一人おり、校内で学校保健活動をする際はこの人物を中心に行っています。 

  

SHEP teacher と行う保健指導     モデル保健室の様子 

 

国内には 4つの保健室モデル設置校が存在します。この 4校を中心に SHEP coordinator が

学校保健概念を広めるため教育現場(先生・生徒)に対して学校保健に関する講義、衛生環

境のモニタリングなどを行っています。しかし、国や地域から学校保健活動に関する資金

や保健室設置・運営のための資金提供はなく、ドナーの支援を受けるか各学校が独自に資

金を出し、運営していかなければなりません。そのため、今までなくても特に問題はなか

った、という考えが強く、教育現場の理解を得るのが困難な状況です。保健室設置に至っ

たとしても元々倉庫など別の目的で使用していたスペースを使用しているため、時間が経

てば保健室の機能を生かしたものではなくなってしまっている、というのが当たり前の状

況です。 

学校のカリキュラムに「保健」という教科はなく、各学校、学期ごとに「SCHOOL ACTION PLAN」
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というものを作成し、これに沿って SHEP teacher が中心に保健活動を行っています。各学

校独自に作成しているため、内容、対象、実施時期はそれぞれ学校ごとに違います。ACTION 

PLAN の作成はしたが実施に至っていない、という学校も多く、実施回数にもかなりのばら

つきがあります。 

このように国内の教育現場に学校保健の必要性を理解してもらうにはまだまだ時間がかか

りそうです。 

 

■グレーターアクラ州アダフォアでの活動 

任地であるアダフォアはボルタ川がギニア湾に注ぐ海沿いの町であり、首都から車で 2時

間ほどの距離に位置しています。町の中心部では電気・水道が通っている場所も多く、比

較的生活しやすい環境です。しかし、沿岸部では井戸水で生活している家庭が多く、漁業

や農業で生計を立てている比較的貧しい地域となり、狭い地域の中でも格差が見られます。 

私は教育事務所に配属され、地域を巡回しながら公立の小中学校に学校保健の必要性を理

解してもらうための活動を行っています。 

 

■モデル保健室校での活動 

そんなアダフォアにはガーナ第１号の保健室モデル設置校があります。モデル校と言って

も日本のような設備の整った清潔で機能的なものではなく、だだっ広い教室の中に事務机、

ベッド、そして少しの薬品と応急手当道具が入った救急箱があるという状況です。ここで

私は SHEP teacher と協力し、保健室機能継続の支援を行っています。具体的には保健室の

環境整備、来室記録の徹底、適切な処置の指導、保健指導、健康診断(身長・体重の測定、

視力検査)を行っています。この中で私が一番力を入れていることは保健室への来室記録を

徹底的に管理するということです。統計を取り、よく見られる来室理由から保健指導につ

なげていきたい、ということが狙いでしたが長期休み後やボランティア不在時にはきちん

と記録出来ておらず、継続支援の難しさを感じるものとなりました。 

ボランティア不在時のけがの処置は上級生が行っています。ガーナ人の性格の特徴の一つ

にものすごく面倒見が良い、ということが言えます。このような性格のため、保健室を利

用する児童・生徒がいれば放っておくことが出来ず、最後まできちんと処置をしてくれま

す。この点においてはスムーズに徹底指導を行うことができました。 

 

■SHEP teacher との協力 

私の活動全般において SHEP teacher との協力は必要不可欠です。SHEP teacher は一般教員

で専門性はなく、日本の「養護教諭」とは違い、「保健係」というイメージです。赴任当初、

SHEP teacher と良好な関係が築けず活動でかなり苦労したのを覚えています。学校内にお

ける保健活動の優先順位がかなり低い、また、一般教員でクラスを受け持っているため保

健活動は余分な仕事とみなされ、どうしても後回しになってしまいます。保健指導や健康

診断の日程を事前に決めていても当日行ってみたら先生が学校に居ない、ということが

多々ありました。この経験を活かし、活動をする１週間前と前日に学校へ出向き、「〇日は

〇〇を実施する日ですよ」と念には念を入れ、SHEP teacher とのコミュニケーションを少

しでも多く取るよう心掛けました。と同時に各学校の SHEP teacher のモチベーションにか
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なりの差が見られるため、大きな負担にならな

いようにすることにも注意しました。どのよう

に伝えればやる気を出してくれるのか、負担な

く動いてくれるのか。非常に難しい距離感です

がコミュニケーション量が解決してくれました。

今では活動当日に先生が居ない、ということは

ほとんど見られなくなりました。 

 

保健指導（グループワーク） 

 

■健康診断(身長・体重測定、視力検査) 

巡回地域内の小中学校で健康診断を行っています。測定を通して子ども達が自身の身体に

興味を持つようになること、そして数字的に子ども達の栄養状態がどうなのかを知ること

を目的としています。前任者の頃から実施しているということもあり、目的や方法などは

周知されていますが少しでも学校保健活動に理解を深めてもらうため、できるだけ測定す

る際は SHEP teacher や生徒に測定を手伝ってもらうようにしています。そして、SHEP 

teacher 以外の先生からの理解、協力を得るために担任にお願いすることもあり、学校全体

を巻き込んで実施するよう心掛けています。特に低学年では測定に時間を費やしてしまい

ますが担任と一緒に行うことで測定方法を現地語で説明してもらえる、現場監督をしても

らえるなどのメリットが生まれ、比較的スムーズに実施できるようになりました。 

測定結果は同国の先輩 PC隊員が作成してくれたソフトを使用しています。このソフトは誰

でも簡単に入力できるようになっており、WHO のソフト(健康状態を分析するソフト)に反映

されます。これを使用してデータの管理、評価を行い、配属先である教育省と各学校にフ

ィードバックし集団指導としての事後指導計画を立てています。また、同時にこのソフト

は個別に身長・体重・BMI や年齢に対しての体格評価（individual assessment sheet）を

作成できるようになっているため、個人指導も行っています。 

実施校での結果を見てみると WHO の基準と比較して Normal が 66％、

Undernutrition(Underweight, Thinness, Stunting)が 24％、Severe Undernutrition(Severe 

Underweight, Severe Thinness, Severe Stunting)が 5％、Over nutrition(Overweight, 

Obesity)が 2％、Malnutrition(Under nutrition, Over nutrition)が 3％となっていまし

た。WHO 基準、都会の学校と比較すると痩せ

傾向が強いですが、海沿いの地域ということ

で肉よりも魚を頻繁に摂取するということが

一つの要因と言えます。SHEP coordinator と

結果の共有をしたところ、極度の栄養状態の

児童・生徒が見られないため、個別指導より

も集団指導に力を入れていこうということに

なりました。 

 

生徒が行う身体測定 
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■保健指導 

各学校の SHEP teacher を中心に HIV/AIDS、若年妊娠、学校環境衛生、エボラ、マラリアな

どについての保健指導を行っています。また、毎朝全校生参加の朝礼があるためそこでは

爪、ハンカチ、服装のチェックを行ったりもしています。 

ガーナの指導は子どもの「自ら考える力」をあまり重要視していません。教師からの一方

的な指導が主流なので自分が提案した保健指導を行う際は、できるだけ子ども達自身が考

え、答えを出せるような内容になるよう心掛けています。また、日本とはクラスの雰囲気

や人数が全く違うため私が保健指導をしても上手く統率できず伝えたいことが伝えられな

かった、ということが多々ありました。この経験から、指導計画を事前に SHEP teacher と

共有し授業のねらいや指導方法などについて話し合う時間を設けました。そして指導は

SHEP teacher が行い、私はサポートに回るようにしました。子ども達の引きつけが上手く、

その国にはその国のやり方があるのだな、と感心したのを覚えています。また、新しい指

導内容を実施する時は特に信頼できる話しやすい SHEP teacher の学校で行い、様々な意見

やアドバイスをもらうようにしています。そして内容の見直し、変更をしてから他の学校

で実施するようにしています。キーパーソンを見つけておくことは活動を円滑に進めてい

くためとても重要だということをすごく感じています。 

 

■活動を通して感じたこと 

赴任する際、ある程度の環境や考えの違いは覚悟してきたつもりですが尽く打ち砕かれた

のを覚えています。日本では「けがをしたら傷口をきれいな水できれいに洗いましょう」、

「大きくなるために 1日 3食きちんと食べましょう」と小さい頃から言われていますが、

ここででは「井戸水生活できれいな水なんてない」、「貧しいから 3食用意してもらえない」

といったことが当たり前の生活です。そんな中で「一体どうすればいい??」、「何ができる??」

と悩むことも多々ありました。「何か結果を残さなければ…」という焦りももちろんありま

した。しかし、現地の人々と同じような環境の中、同じ目線で生活してきたからこそ見え

たものがたくさんあります。ガーナ人にはガーナ人のやり方がきちんとあるのです。現地

の人々の考えや行動が少しずつ見えてくると自然と肩の力が抜け、相手の意見も尊重しつ

つ「こういう方法もあるよね」と一緒になって問題解決を目指そう、今自分が出来る範囲

の中で出来る事をしていこう、と思えるようになりました。 

私たちボランティアは本当に一人では無力です。「できないことはできない」、と正直に周

りに助けを求める大切さ、相手と同じ目線で物を見る大切さを強く感じることができまし

た。私が活動してきたことを少しでも思い出してもらえる時があれば本当に幸せなことで

す。そして年間過ごしてこられたのもどんな時も自分の家族のように気にかけてくれた現

地の人々のお陰です。感謝の気持ちでいっぱいです。 
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インタビュー 

第 44 回医療功労賞受賞 

杉下智彦 JICA 国際協力専門員に聞く 

―現地の実情に応じた医療体制を考える― 

               

医師、保健システム専門家。1990 年東北大学医学

部を卒業後、聖路加国際病院レジデント（外科）、

東北大学病院（心臓血管外科）などを経て、1995

年から約 3年間、青年海外協力隊に参加。マラウ

イ共和国の国立ゾンバ病院の外科医長として 3年

間に 3000 例を超える手術を行う。その後、ハーバ

ード大学公衆衛生大学院（国際保健）、ロンドン大

学大学院（医療人類学）に留学。タンザニア共和

国やケニア共和国の保健システムプロジェクトの

チームリーダーや保健省アドバイザーを歴任。こ

れまでアフリカを中心に 30 か国を越える途上国の保健政策策定やプロジェクト実施の支援

などを行う。世界ワクチン基金技術委員、野口英世アフリカ賞選考員、日本国際保健医療

学会理事、各種学術誌審査委員。2014 年夏ソーシャルビジネスグランプリ大賞受賞。2016

年第 44 回医療功労賞受賞。 

 

――この度は第 44 回医療功労賞の受賞おめでとうございます。 

 

杉下：約 20 年に渡り、アフリカ 20か国以上で現地の人びとと共に保健システムの構築に

努めているということで、天皇皇后両陛下からもねぎらいのお言葉をいただきました。私

は「アフリカで診療がしたい」というユニークな動機で医師になりました。ちょうど中学

生のころ、エチオピア飢饉の報道映像を見て、自分と同じくらいの年齢の少年が死と隣り

合わせにいる、つまり、テレビの向こう側で命の価値がこうまで違う場所が存在している

ことを初めて目の当たりにして衝撃を受けました。そして医師になってアフリカに行くこ

とが人生の目標になりました。 

大学卒業後都内の病院

で外科医として仕事を

しながらも、アフリカに

行きたいという気持ち

は変わりませんでした。

ちょうど大学病院で心

臓移植の基礎実験をし

ているときに、ふと本当

に自分がやりたかった

ことをするべきではな
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いか、と思い立ち、1995 年から

青年海外協力隊としてマラウイ

に行く決断をしました。当時は

HIV エイズの感染がピークを迎

えていて、派遣されたゾンバ（旧

首都で現首都から 400 キロ離れ

た）の病院では入院患者さんの

6割超が HIV エイズ感染者で、

検査はできても、薬がない時代

でした。他の疾患で手術をして

も免疫がおちているので合併症

を起こし、再手術を余儀なくさ

れ、多くの人が亡くなって行きました。人口 200 万人、外科医は私一人しかいませんから 2

年半で 3,000 例以上、一般外科から脳外科、産婦人科、整形外科、泌尿器科と専門分野を

越えて多くの手術をやりました。私が着任するまでここで開腹手術などの高度な手術は行

われていませんでしたからクリニカルオフィサー（準医師）、看護師、麻酔助手でチームを

作り、一から訓練して、夜間や週末でも緊急手術に対応できるチームを作りました。多く

の医療スタッフがその後 HIV に感染し亡くなりましたが、その中でシャガルカ君というク

リニカルオフィサーは非常に優秀でした。私は帰国前、持ってきた医学書を全部プレゼン

トしたのですが、その後しばらくして念願の医学部に入学したと聞きました。今ではマラ

ウイ大学医学部小児外科の教授として活躍しています。  

薬もなく、消耗品も不足していましたが、現地にあるもの、たとえば尿カテは点滴チュー

ブを火であぶって先端を丸くして使ったり、コカコーラの空き缶を再利用して麻酔気化器

を作ったりとありとあらゆる工夫をしました。ほぼ毎日停電があるため懐中電灯をヘッド

ライトに転用したり、HIV 感染のために献血事業がストップしている中で、手術中に出血し

たものを回収して輸血する自己回収輸血を導入したりと、毎日が発見と工夫の連続でした。 

 

――そこで伝統医療に出会われた。 

 

杉下：マラウイでは「なぜ自分が病気にならなければならなかったのか？」と自問自答す

る患者さんが多くいること、また診療を通して刺青、薬草、熱湯治療、マンクァーラとい

うお守りなど、さまざまな伝統医療を受けている、ということに気づきました。一方で HIV

という怖い病気が蔓延しているのに、村人はみなさん幸せそうで笑顔である、というギャ

ップが信じられませんでした。「村では何が行われているのだろう？」と村むらを訪問する

ようになり、多くの伝統医や独立協会の教祖たちと出会いました。約１年間、毎週彼らの

ところに通って、さまざまな儀礼を学びました。ある教祖は「病院には行くな。なぜなら

検査されて HIV と死亡宣告をされるだけだから意味がない。私たちの祈りこそが治療だ」

として歌ったり、踊ったりと、村社会全体が病院のような機能を果たしていることに正直

驚きました。医療を越えた地域社会の在り方、アフリカの奥深さを体験し、私の信じてき

た医学というサイエンスは、実生活においてはほんの一部であって、もっと大きな社会シ
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ステムの中でアフリカの医療が動いていることを実感しました。 

 

――医療人類学を学ぶ。 

 

杉下：約 3年間の協力隊活動を経て日本に帰国し、しばらくして留学の機会を得て、ハー

バード大学大学院で公衆衛生学、ロンドン大学大学院で医療人類学を学びました。特に、

ルーマンの社会システム論などに触れて、社会をどうやってシステムとしてとらえてよく

していくか、ということに大変興味を持ちました。その後、JICA の専門家として、JICA と

しては初めて取り組む保健システム構築のための技術協力プロジェクトに参加し、タンザ

ニへ長期専門家として赴任しました。 

 

――日本の援助方針、JICA の援助政策は「保健システムの強化」へと変わってきています。 

 

杉下：2000 年の九州・沖縄

サミットでは感染症対策が

主要議題として取り上げら

れ、2002 年「グローバルフ

ァンド」が設立されました。

また、2008 年の洞爺湖サミ

ットでは感染症対策や母子

保健サービスの基盤となる

「保健システム強化」の包括

的取り組みが合意され、これ

までの疾患別アプローチか

ら保健システム強化へと焦

点が移ってきました。 

保健システム強化とは、保健

医療サービスが人々に届くための基盤として、保健財政、保健人材、医薬品供給、保健情

報、さらにはリーダーシップやマネジメント強化など、社会システム全体にアプローチす

ることを主眼とした新しい取り組みです。私は、この保健システム強化に初めて本格的に

取り組むタンザニアプロジェクトに約 6年間、またその後、ケニアに 4年間、プロジェク

トのリーダーとして赴任しましたが、現在ではこのような保健システム強化案件が JICA 保

健事業の中核を担うようになっています。また 2015 年 9 月に「持続可能な開発目標」が策

定され、ユニバーサルヘルスカバレッジ（UHC）＝世界中の全ての人が生涯を通じて必要な

ときに基礎的な保健サービスを負担可能な費用で受けられること＝の実現が国際社会の新

たな目標となりました。まさにケニアで私が手掛けたプログラムは、地方分権下でのケニ

ア政府の取り組みを支援する開発政策借款と、中央保健省へのアドバイザー専門家派遣、

地方保健行政の強化を目指す技術協力プロジェクト、さらには政策借款を利用した貧困層

への保険加入拡大を組み合わせた初のプログラムとして注目されています。 

現在、伊勢志摩サミットにむけての G７アジェンダの策定支援を行っています。日本政府は
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UHCの実例としてケニアをとりあげつつ、

SDGs に掲げられている「誰も取り残さな

い」取り組みを国際社会に向けて発信す

る予定です。 

 

 

 

 

 

 

――14 年ソーシャルビジネスグランプリの社会起業家部門で大賞を受賞されています。 

「アフリカから日本へリバース革命」とは具体的にどういうことですか？ 

 

杉下：これまでアフリカで妊産婦の重篤な疾病を何度も経験してきました。しかし先ほど

お話ししたとおり、近代的な医療システムがない代わりに、助け合いの精神をもとにした

豊かな社会があります。一方で、今の日本ではあまりに命、子どもの命が大切にされてい

ないことに愕然としています。何かあると、親が悪い、学校が悪い、行政が悪い、子育て

が他人ごとで、社会全体で子どもを見守るアフリカの温かい社会と真逆であると感じます。 

アフリカにおける出産の社会的価値を尊重し、女性の生涯をトータルで演出できれば、女

性が元気になり、地域の発展につながります。アフリカで安全に出産できる新しい保健シ

ステムを構築し、現地の人々で運営できるクリニックをつくり事業化したいと考え、社会

起業大学に通い、アイディアを練

っているところです。 

そして将来的に「命を大切にする

社会の在り方」をアフリカから日

本に逆輸入してリバース革命を起

こしたいと願っています。アフリ

カを通して日本を変え、世界を変

えることは決して夢ではないと信

じています。 

 

（インタビュアー 清水 眞理子） 
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アフリカ映画情報 

特別研究員 高倍 信宣 

★映画祭 ☆公開予定 ＊公開中 

★第 68 回カンヌ映画祭 Festival de Cannes 5.11～22 

http://www.festival-cannes.com/jp.html ある視点部門と特別上映部門で選ばれている。 

*モハメド・ダイブ監督「仮 衝突」ESTEBAk/Clash 

アラブの春で誕生したモルシ・エジプト大統領の解任に伴うドラマ。 

*カリム・ドリディ監督「仮 看視」Chouf 

マルセイユの移民街生まれの学生が殺された麻薬仲買人の兄の復讐に走るドラマ。 

*マハマト＝サレ ハルーン監督「仮 イッセン・ハブレ、チャドの悲劇」Hissein Habre,Une 

Tragedie Tchadienne 1980 年代にチャドの独裁者の犠牲者を撮ったドキュメンタリー。 

○国内の映画祭 先行上映する作品、商業シネマで見られないものを観客と見る楽しみ。 

★イタリア映画祭 Festival del Cinema Italiano  GW に有楽町朝日ホールで開催された。 

*ジョナス・カルピニャーノ監督「地中海」Mediterranea   

10.1 にイタリア南部ロサルノで起きたアフリカ人の不法移民の暴動事件をもとにした作品。 

○公開作品  

☆「ホース・マネー」Cavalo Dinheiro/英題 Horse Money 

監督：ペドロ・コスタ  2014/ポルトガル/104 分 6.8.（土）より渋谷・ユーロスペース

他全国順次 http://www.cinematrix.jp/HorseMoney/ カーボ・ヴェルデからリスボンに

出稼ぎに来た年老いた移民に同胞、故郷の人が来て、手紙が届く。植民地独立戦争、革命、

故郷に残してきた愛しいものの虚実が混ざる記憶が蘇る。 

☆「ミスター・ダイナマイト ファンクの帝王ジェームス・ブラウン」MR.DYNAMITE： 

The Rise of James Brown 監督：アレックス・ギブニー  2014/アメリカ/115 分 

6.18（土）角川シネマ新宿、渋谷アップリンク、吉祥寺オデオン、横浜シネマリン他順次 

http://www.uplink.co.jp/mrdynamite/ J.B がファンクを生み出し、アーティストの頂点

に立つまでの人生を、友人・バンド仲間の挿話を混じえ紹介する音楽ドキュメンタリー 

＊「最高の花婿」Qu’est-ce qu’on a fait au bon Dieu ?  監督 P.ドゥ・ショーヴロ

ン 2013/フランス/97 分 http://www.cetera.co.jp/hanamuko/ 恵比寿ガーデンシネマ他

で上映中 

民族、宗教、習慣が異なる結合が引き起こす騒動と一神教について学ぶコメディ。 

＊「ニューヨーク 眺めのいい部屋売ります」5 Flights Up 監督リチャード・ロンクレイ

ン 2014/アメリカ/92 分 http://www.nagamenoiiheya.net/ 埼玉・深谷シネマ他で上映中 

○アフリカ学会関係特別上映会 

*5 月 22 日（日）1400～1730 長崎市立図書館新興善メモリアルホール  

映画「ギター マダガスカル」上映と亀井岳監督と川瀬滋映像人類学のトークライブ 

有料      https://www.facebook.com/events/869444279867663/ 

*6 月 3 日（金）1820～2100 立教大学池袋キャンパス 8号館 1F 8101 教室 

ドキュメンタリー「The Man Who Mends Women （女を修理する男）」上映会と 

白戸圭一三井物産戦略研究所主任研究員と米川政子立教大特任 講演会 無料 

http://www.rikkyo.ac.jp/events/2016/06/17567/ 

http://www.festival-cannes.com/jp.html
http://www.cinematrix.jp/HorseMoney/
http://www.uplink.co.jp/mrdynamite/
http://www.cetera.co.jp/hanamuko/
http://www.nagamenoiiheya.net/
https://www.facebook.com/events/869444279867663/
http://www.rikkyo.ac.jp/events/2016/06/17567/
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アフリカ協会からのご案内 ―助成金申請受け付け開始・懸賞論文募集・協会日誌― 

理事 成島 利晴 

 

アフリカ基金・サブサハラ奨学基金助成申請 

 

一般社団法人アフリカ協会は、管理・運営している 2 つの基金について、2016 年度の助成

申請の受付を開始致します。多数のご応募をお待ちしています。 

 

アフリカ基金（2016 年度） 

目的： 日本とアフリカ諸国の相互理解と繁栄を支援致します。 

助成（一部助成）対象事業： 

    ・アフリカ諸国における人道援助等への助成、経済・技術・文化交流等への助成 

    ・アフリカ諸国に関する資料の整備、調査研究活動への助成 

    ・日本におけるアフリカ理解促進のための事業への助成 

助成金額：2016 年度助成総額は 100 万円（助成件数は 1〜2件） 

助成対象事業の実施期間：原則として 1年間     

報告の義務：助成金受給者は、助成対象事業の実施期間終了後 3 か月以内に、事業の経過

及び結果、並びに助成金使途報告書を事務局宛提出。尚事務局は別途機関誌

掲載の為の報告書の提出を要請する場合があります。 

選考方法：アフリカ協会の理事会で選任された 6名の基金・事業選定委員会で厳正に審査・ 

選考いたします。 

応募方法：所定の申請書および推薦書（原則 2通）に必要事項を記入の上、事務局に提出 

願います。尚申請書提出後、基金・事業選定委員会による申請者インタビュー 

に出席頂きます。 

応募締切日：2016 年 9月 30 日（金） 

助成金交付時期：2016 年 12 月末（予定） 

 

サブサハラ・奨学基金（2016 年度上期） 

目的： 日本とサブサハラ諸国の民間、友好親善に寄与することを目的とします。 

助成（一部助成）対象者：サハラ砂漠以南のアフリカで、勉学・研究を志す就学者及び 

            研究者 

助成金額：2016 年度上期総額は 100 万円（１〜2名） 

助成対象事業の実施期間：原則として 1年間 

報告の義務：助成金受給者は、助成対象実施期間終了後 3 か月以内に、経過及び結果、並

びに助成金使途報告書を事務局宛提出。尚事務局は別途機関誌掲載の為の報

告書の提出を要請する場合があります。 

選考方法：アフリカ協会の理事会で選定された 6名の基金・事業選定委員会で厳正に審査・ 

選考いたします。 

応募方法：所定の申請書および推薦書（原則 2通）に必要事項を記入の上、事務局に提出 

願います。尚申請書提出後、基金・事業選定委員会による申請者インタビュー 
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に出席頂きます。 

応募締切日：2016 年 6月 30 日（木） 

助成金交付時期：2016 年 9 月末（予定） 

 

事務局：郵送先：〒105-0003 東京都港区西新橋 3‐23‐6 第一白川ビル 

        一般社団法人 アフリカ協会 

    TEL: 03‐5408-3462 

    E-Mail: info@africasociety.or.jp 

 

           アフリカ協会主催 第 2回懸賞論文募集 

 

当協会では、アフリカに強く関心を持ち研究活動を行っている方々を支援するために、 

下記の要領で平成 27 年度の懸賞論文を募集いたします。多数のご応募をお待ちします。 

 

                 応募要項 

１ 目的 アフリカに関心を持つ若手研究者の育成を目的として、昨年度に続き今年度も

懸賞論文を募集します。この論文募集は若手研究者のさまざまな提言を集め優

秀な作品を発表することによって、多くの皆様にアフリカに関する知識を広め

一層の関心を高めることを目的とします。 

２ 懸賞論文のテーマ 

 下記のテーマから、いずれか 1テーマを選択のこと（未発表・未掲載に限る） 

①  日本とアフリカの関係促進に関する提言 

②  企業のアフリカ進出に関する提言 

③  アフリカ社会の発展と展望に関する考察 

３．応募資格 原則として 35歳までの研究者（院生・学生を含む）・企業従事者 

４．応募作品 日本語 8,000 字から 12,000 字以内 

５．提出要項 Word 形式の原稿データ及びＡ４用紙にプリントアウト（写真・図表を含む） 

     注）応募原稿の表紙に、必ずタイトル・住所・氏名・年齢・職業・連絡先 

（電話番号・メールアドレス）を記載 

       1,000 字程度のレジメを併せて提出 

       応募原稿の表紙・参考文献は各々1ページ以内とし、字数制限には含まない 

６．応募締切 平成 28 年 9月 30 日(金)必着 

７．応募方法 下記提出先にメール送信の上、郵送のこと 

８．賞    最優秀賞 （1点）： 副賞 賞金 30 万円 

       優秀賞  （1点）： 副賞 賞金 10 万円 

       佳作   （2点）： 副賞 賞金 5 万円 

      （尚、最優秀作品は機関誌「アフリカ」平成 29 年春号に論文掲載予定） 

９．審査委員 審査委員長として大島賢三アフリカ協会理事長（元国連大使）ほか外部 

       有識者数名を予定 

10．審査発表及び表彰 平成 29 年 1 月 31 日予定 

mailto:info@africasociety.or.jp
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（審査経過及び結果については問合せ不可） 

11．注意事項 応募作品の返却は不可 

       入賞作品の著作権、版権は主催者に帰属 

12．提出先・問合せ先 メール：info@africasociety.or.jp  ＴＥＬ：03‐5408-3462 

                    郵送：〒105-0003 東京都港区西新橋 3‐23‐6  

第 1 白川ビル 2階 一般社団法人 アフリカ協会 

 

協会日誌 

 

4 月 15 日〜5月 14 日 

  4 月 18 日 「2016 年度第 3回水谷・駐モザンビーク大使を囲む懇談会」 

4 月 18 日午後、日仏会館会議室において水谷章・駐モザンビーク大使を迎

え、同国の近況について伺う会を開催しました（会員企業等から出席者計

21 名）。水谷大使よりモザンビークを含む南部アフリカ諸国が近代以降歩

んだ、資源や欧州各国の利害もからむ歴史的背景にも言及しつつ、モザン

ビークの内政、野党の動向、経済・開発の現況と資源、近隣国との関係、

日本のＯＤＡによる支援、民間進出状況等について説明があり、次いで出

席者から外貨準備高、道路インフラの整備状況、電力、ナカラ回廊、鉄道

の輸送能力、教育の普及状況、農業開発、日本との投資保護協定と今後の

進出可能な分野、英語の通用程度等について質問がありました。 

  4 月 21 日 「2016 年度第 4回川村駐コートジボワール大使を囲む懇談会」 

4 月 21 日午後、日仏会館会議室において川村裕駐コートジボワール大使

を迎え、同国の近況について伺う会を開催しました（会員企業等から出席

者計 21 名）。冒頭川村大使より同国の政治、ウワタラ大統領の２期目の課

題、3 月のテロ事件、経済状況（公共投資が牽引する力強い成長、経済成

長率、投資環境整備、農産品の加工度向上を目指している等）、日本との

関係と経済協力、開発への日仏協力の現状などについて説明があり、出席

者からは今年３月のテロの影響、日仏協力の詳細、エネルギーの自給度、

国連コートジボワール活動、地方電化、ホテル建設計画、ＡＢＥイニシア

ティブへの関心度、兼轄国のニジェールとトーゴの概況、国債発行状況、

対外債務、コートジボワール航空の現状、健康保険と薬価等について質問

がありました。 

  4 月 27 日 「2016 年度第 5回松原駐マリ大使を囲む懇談会」 

  5月 11日 第5回フォーラム 「TICADⅥ ビジネスと人材育成‐日本人らしい視点で」 

 

今後の予定 

  5 月 13 日 「2016 年度第 6回大使を囲む懇談会」 

        時間：14 時から 15 時半予定 

        場所：日仏会館 509 号会議室 

        駐ナミビア坂本大使をお招きして懇談会を実施 

mailto:info@africasociety.or.jp

